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⑳欝藤由恩恵 公共施設の老朽化問題における一考察  
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（出所）文部科学省「学校施設の現状について」より抜粋  
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年度  
（出所）総務省「行政投資実績」  
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基本台帳登載人口（2012年度末）」を使用している。   
図表5でわかるように、人口規模が小さいはど公共施設の保有延面積が大きいこと  
4）政令指定都市は地方自治法第252粂の19第l項の指定を受けた人EI50万以上の市、中核市は  
地方自治法第252灸の22第1項の指定を受けた人口30万以上の市、特例市は、地方自治法第252   
条の26の3第l項の指定を受けた人口20万以上の市である。中都市とは、都市のうち人口＝0万   
以上の市をいい、小都市とは、人口相方未満の市である。特別区は中都市に分精した。  
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人口（人）   
（出所）総務省「公共施設状況調」、総務省「決算状況調」より作成   
図表6 人口規模別山人当たり公共施設延面積（2012年度）（単位：m2）  
サンプル  平均値   最大値   最小値   
全国   1742   7．33   74．06   1．10   
政令指定都市   20   3．17   4．66   1．99   
中核市   41   3．25   5．42   1．88   
特例市   40   2．94   5．28   1．5（；   
中都市   189   3．02   7．25   1．34   
小都市   522   5．09   60．17   1．61   
町村l万人以上   447   5．42   18．87   1．10   
町村1万人以下   483   14．07   74．06   2．45  








こともでき、かなり多くの公共施設を保有している状況である。   
人口規模が少ない小都市、町村1万人以上、町村1万人以下の平均値と、他の市町  
村の最大値を比較してもそれほど変わらない。また、全国の平均値は、これら人口規  
模が少ない市町村によって押し上げられていることにも注意したい。   
しかしながら、最小値に目を向けると、町村1万人以下を除いては人口規模におい  
ての格差は少ない。  
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「社会とマネジメント」13⑳   
これまで、人口規模別における公共施設延面積を見てきたが、公共施設の設置を考  
えるにあたっては、面積も関係する可能性がある。そこで、図表7では、一人当たり  
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0   100   200   300   400   500   600   700   800   900  
…人当たり地方債残高（単位：千円）  
（出所）総務省「公共施設状況調」、総務省「決算状況調」より作成  



















5）先に述べたように、全国平均値は延面積が極端に大きい市町村に影響され引き上げられてい   
る可能性があり、今後の状況を考察する上では妥当ではないと考えられる。  
6）普通建設事業費は、学校、保育所、庁舎などの公共施設だけでなく、道路、橋りょうなどの   
インフラも含んだ投資的経費であるため、本稿で分析している公共施設のみを対象としている  
わけではないが、公共投資予算が現状でどれほどあるかという点に着目している。  
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図表10 榊・人当たり公共施設題面積と民生費（2012年度）  
0  50  】00  150  200  Z50  300  
椚人当たり民生深（単位：千円）  
（出所）総務省「公共施設状況調」、総務省「決算状況調」より作成  
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しいものとなる。Ⅰ、ⅠⅠにプロットされている市町村数の多さにも注目することがで  
きる。  
5I  おわりに   
本稿では、公共施設の老朽化が問題になっていることを踏まえて、これまでの公共  
投資の状況、そして現状の地方財政と公共施設延面積について考察した。   
第lに、これまでの公共投資では、1970年代前後において一時的に集中した投資  
がされてきた結果、2020年前後に集中して更新を迎える。さらには、バブル経済崩  
壊後の財政政策において1990年代にも集中して公共投資を行っている。   
第2に、人口規模が小さい自治体はど多くの公共施設延面積を保有しており、特に  
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